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                                                         平成 30 年 7 月 18 日 

 

都道府県医師会 介護保険担当理事  殿  

 

日本医師会常任理事 

      江 澤 和 彦  

 
 

平成 30年７月豪雨で被災した被保険者に係る利用料の負担等の取扱いについて 

（その４および５） 

 
  

平成 30年７月豪雨で被災した被保険者に係る利用料の負担等の取扱いにつきましては、本

年 7月 17日付（介 70）等にてご連絡させていただきましたが、利用料の支払い免除等を実施

する市町村の情報が更新されましたので、更新された利用者向けリーフレットと併せ、情報

提供申し上げます。 

また、事務連絡（その４）においては、先般災害救助法の適用となった山口県、（その５）

においては、既に災害救助法の適用となっている京都府において適用範囲が拡大された情報

が新たに追加されていることを申し添えます。 

つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、郡市区医師会及び会員へ

ご周知賜りたくよろしくお願い申し上げます。 

  
 
 

（添付資料） 

 

・平成 30年７月豪雨による被災者に係る利用料等の介護サービス事業所等における取扱いについて

（その４） 

（平 30.7.14 事務連絡 厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室、介護保険計画課、高齢者支援

課、振興課、老人保健課） 

 

・平成 30年７月豪雨で被災した被保険者に係る利用料の負担等の取扱いについて 

（平 30.7.14 事務連絡 厚生労働省老健局介護保険計画課） 

 

・平成 30年７月豪雨による被災者に係る利用料等の介護サービス事業所等における取扱いについて

（その５） 

（平 30.7.14 事務連絡 厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室、介護保険計画課、高齢者支援

課、振興課、老人保健課） 
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平成３０年 ７ 月１４日

各 都道府県介護保険担当主管部（局） 御中

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室
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平成３０年７月豪雨による被災者に係る利用料等の

介護サービス事業所等における取扱いについて （その４）

　

平成３０年７月豪雨による災害発生に関し、 介護サービスに係る利用料の支払

いが困難な者の取扱いについて、 下記のとおりとしますので、 管内市町村、 介

護サービス事業所等に周知を図るようよろしくお願いします。
（平成３０年７月１３日付け事務連絡から、別紙を更新）

　

１に掲げる者については、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準 （平成１１年厚生省令第３７号） 第２０条第１項、 第４８条第１項、 第

６６条第１項、 第７８条第１項、 第８７条第１項、 第９６条第１項、 第１２７条第１

項、 第１４０条の６第１項、 第１４５条第１項、 第１５５条の５第１項、 第１８２条第

１項、 第１９７条第１項及び第２１２条第１項、指定介護予防サービス等の事業の
人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効
果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）第５０条第１
項、 第６９条第１項、 第８１条第１項、 第９０条第１項、 第１１８条の２第１項、 第

１３５条第１項、 第１５５条第１項、 第１９０条第１項、 第２０６条第１項、 第２３８条、第

１項、 第２６９条第１項並びに第２８６条第１項、指定地域密着型サービスの事業
の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）第３条の

１９第１項、 第２４条、第１項、 第７１条第１項、 第９６条第１項、 第１１７条第１項、



第１３６条第１項及び第１６１条第１項、 指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号）
第２２条第１項、 第５２条第１項及び第７６条第１項、 指定介護老人福祉施設の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号）第９条第１項及び
第４１条第１項、介護老人保健施設の人員、 施設及び設備並びに運営に関する基

準 （平成１１年厚生省令第４０号） 第１１条第１項及び第４２条第１項、 健康保険

法等の一部を改正する法律 （平成１８年法律第８３号） 附則第１３０条の２第１項

の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人

員、 設備及び運営に関する基準 （平成１１年厚生省令第４１号） 第１２条第１項及

び第４２条第１項、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平

成３０年厚生労働省令第５号）第１４条第１項及び第４６条第１項並びに介護保険
法施行規則 （平成１１年厚生省令第３６号） 第１４０条の６３の６の規定に基づき市

町村が定める基準の規定により利用料の支払いを受けることを、 ２に掲げる期

間猶予することができるものとする。

　

また、 介護保険法 （平成９年法律第１２３号） 第１１５条の４５第５項及び第１１５

条の４７第８項に規定する利用料については、その具体的事項を市町村において

要綱等により定めることとしているが、これらについても、市町村において要綱

等を改正することで、 １に掲げる者について２に掲げる期間猶予することがで

きるものとする。

　

なお、介護保険施設等における食費・居住費については、自己負担分の支払い

を受ける必要がある。

１

　

対象者の要件

（１） 及び （２） のいずれにも該当する者であること。

（１）

　

平成３０年７月豪雨に係る災害救助法 （昭和２２年法律第１１８号） の適

　　

用市町村のうち、別紙に掲げる市町村の介護保険法（平成９年第１２３号）

　　

第９条の被保険者であること。
（２）

　

平成３０年７月豪雨により、 次のいずれかの申し立てをした者であるこ

　　

と。

　　　

①

　

住家の全半壊、 全半焼、 床上浸水又はこれに準ずる被災をした旨

　　　

②

　

主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った旨

　　　

③

　

主たる生計維持者の行方が不明である旨

　　　

④

　

主たる生計維持者が業務を廃止し、 又は休止した旨



⑤

　

主たる生計維持者が失職し、 現在収入がない旨

２ 取扱いの期間

平成３０年１０月末までの介護サービス分

３

　

介護サービス事業所等における確認及び介護報酬の請求等について

（１）

　

上記 １（２）の申し立てを行った者については、被保険者証等により、

　　

保険者が１（１）の市町村であることを確認するとともに、当該者の１（２）

　　

の申し立ての内容を利用者に関する書類に簡潔に記録しておくこと。

　　　

ただし、被保険者証等が提示できない場合には、氏名、住所、生年月日

　　

等を利用者に関する書類に記載しておくこと。
（２）

　

本事務連絡に基づき猶与した場合は、 利用料を含めて１０割を審査支払

　　

機関等へ請求すること。

　　　

また、請求の具体的な手続きについては、追って連絡する予定であるこ

　　

と。



別紙

実施市町村

（下線部が更新部分）

都道府県 市町村

岐阜県

高山市

２ 関市
３ 中津川市

４ 恵那市

５ 美濃加茂市

６ 可児市

７ 山県市

８ 飛騨市
９ 本巣市
１０ 郡上市

１１ 下呂市

１２ 加茂郡坂祝町

１３ 加茂郡七宗町

１４ 加茂郡八百津町

１５ 加茂郡白川町

１６ 加茂郡東白川村

１７ 大野郡白川村

１８ 岐阜市

１９ 美濃市

２０ 加茂郡富加町

２１ 加茂郡川辺町

２２ 宮津市
２３ 京丹後市

２４ 船井郡京丹波町

２５ 与謝郡与謝野町

２６ 兵庫県 豊岡市



２７

朝来市２８

２９ 宍粟市

３０ 赤穂郡上郡町

３１ 美方郡香美町

３２ 姫路市

３３ 西脇市

３４ 丹波市

多可郡多可町３５

佐用郡佐用町３６

３７ 養父市

３８ たつの市

３９ 神崎郡市川町

４０ 神崎郡神河町

４１

鳥取県

鳥取市

４２ 八頭郡若桜町

４３ 八頭郡智頭町

４４ 八頭郡八頭町

４５ 東伯郡三朝町

西伯郡南部町４６

西伯郡伯萱町４７

日野郡日南町４８

日野郡日野町４９

５０ 日野郡江府町

５１ 島根県 江津市

５２

岡山県

岡山市

５３ 倉敷市

５４ 玉野市

５５ 笠岡市

５６ 井原市

５７ 総社市

高梁市５８

新見市５９

瀬戸内市６０

２７

　　　　　　　　　　　　　

篠 山市

２８

　　　　　　　　　　　　　

朝 来 市

２９

　　　　　　　　　　　　　

宍 粟市

３０

　　　　　　　　　　　　　

赤 穂郡

３１

　　　　　　　　　　　　　

美方郡

３２

　　　　　　　　　　　　　

姫 路市

３３

　　　　　　　　　　　　　

西 脇市

３４

　　　　　　　　　　　　　

丹 波市

３５

　　　　　　　　　　　　　　

多可 郡

３６

　　　　　　　　　　　　　

佐用 郡

３７

　　　　　　　　　　　　　

養父市

３８

　　　　　　　　　　　　　　

た つの

３９

　　　　　　　　　　　　　

神 崎郡

４０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。



６１ 赤磐市
６２ 真庭市
６３ 浅口市

６４ 都窪郡早島町

６５ 浅口郡里庄町

６６ 苫田郡鏡野町

６７ 英田郡西粟倉村

６８ 加賀郡吉備中央町

６９ 小田郡矢掛町

７０

広島県

広島市
７１ 呉市

７２ 竹原市

７３ 三原市

７４ 尾道市

７５ 福山市

７６ 府中市

７７ 東広島市
７８ 江田島市

７９ 安芸郡府中町

８０ 安芸郡海田町

安芸郡熊野町８１

８２ 安芸郡坂町

８３ 山口県 岩国市

８４

愛媛県

今治市

８５ 宇和島市

大洲市８６

８７ 西予市

８８ 北宇和郡松野町

８９ 北宇和郡鬼北町

９０

高知県

安芸市
９１ 香南市

９２ 長岡郡本山町

９３ 宿毛市

９４ 土佐清水市

６１

　　　　　　　　　　　　　

赤 磐市

６２

　　　　　　　　　　　　　

真 庭市

６３

　　　　　　　　　　　　　

浅口 市

６４

　　　　　　　　　　　　　

都窪 郡

６５

　　　　　　　　　　　　　　

浅口 郡

６６

　　　　　　　　　　　　　

苫田郡

６７

　　　　　　　　　　　　　

英 田郡

６８

　　　　　　　　　　　　　

加賀 郡

６９

　　　　　　　　　　　　　　　　

′、



飯塚市



平成３０年７月豪雨の被災者の皆様へ

　

り 融労罷保険証や現金がなくても

　

醐 翻”鰍
医療機関等を受診できます

○

　

災害救助法の適用市町村の住民の方で・、適用市町村の国民健康
保険・介護保険、適用市町村が所在する府県の後期高齢者医療、協
会けんぽ（以下の「対象保険者」に記載の保険者）に加入している場合、
次の①～⑤のし、ずれかに該当する方は、医療機関、介護サービス事業
所等の窓口でその旨をご申告し、ただくことで、医療保険の窓口負担や介
護保険の利用料につし、て支払いが不要となります。

　

（平成３０年１０月末まで・）
①

　

住家の全半壊、 全半焼、 床上浸水又はこれに準ずる被災をされた方

　

※

　

擢災証明書の提示は必要ありませんので、 窓口で口頭で申告してください。
②

　

主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負われた方
③

　

主たる生計維持者の行方が不明である方
④

　

主たる生計維持者が業務を廃止、又は休止された方
⑤

　

主たる生計維持者が失職し、 現在収入がない方

対象保険者

［山口県］
岩国市

　

山口県後期高齢者医療広域連合 全国健康保険協会

（上記以外に、一部の健保組合・国保組合についても免除される場合があります。詳細は各組合にお問い合わせくださ
　　　

．※

　

この免除を受けるには、 上記の①～⑤のいずれかに該当する必要があることから、 医 ；

　

療機関等の窓口でご申告いただいた内容について、 後日、 ご加入の保険者から、 確認

　

が行われることがあります。
※ 上記の医療保険・介護保険の加入者であれば、 府県外の医療機関等を受診、 介護サー

　

ビスを利用された場合にも支払いを求められることはありません。
※

　

なお、 入院・入所時の食費・居住費などはお支払いいただく必要があります。
※ 上記以外の保険者については、 医療保険の窓口負担や介護保険の利用料を支払ってい

　

ただく必要がありますが、 一定期間は支払いが猶予される可能性があります。 詳細は

　

各保険者にお問い合わせください。

○

　

なお、被災者の皆様は、保険証なしでも医療機関等を受診、介護サー

　　

ビスを利用できます。

ｒｏ

　

この驚き□自適の取扱し、につし、て、ご扉明な鼎があき「』ば【÷ご詞大亡１

ご
：

　

変りキ静穏睦 言 に総 司馬±含塵加蟹下森望も

　　　　　　　　　　　　

－－ 」
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平成３０年７月 １４日

山ロ県健康福祉部

　

御中

厚生労働省老健局介護保険計画課

平成３０年７月豪雨で被災した被保険者に係る

　　

利用料の負担等の取扱いについて

　

「平成 ３０年７月豪雨による被災者に係る利用料等の介護サービス事業所等におけ

る取扱いについて（その４） （平成３０年７月１４日付け厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか事務連絡。 以下 「事務連絡」 という。 第一添）） により、 介護サー

ビスに係る利用料の支払いが困難な者の取扱いが示されたところでありますが、市町

村における利用料の取扱いについては下記のとおりでありますので、特段のお取り計

らいをお願いするとともに、貴管内市町村に対する周知等をよろしくお願いいたしま

す。

記

１

　

事務連絡に基づき、 介護サービス事業所等において利用料の支払いを猶予され、
費用の １０割を審査支払機関等へ請求された介護給付費請求書に係る利用料につい

ては、被保険者からの申請を待つことなく市町村の判断により、免除することがで

きることとすること。

２

　

１０こ基づく利用料の免除については、市町村への特別調整交付金による財政支援

を行う予定であり、 詳細を後日お知らせすること。

３

　

なお、 介護保険施設等における食費・居住費の自己負担分の取扱いについては、
現行どおりであること。



１
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平 成３０年 ７ 月１４日

各 都道府県介護保険担当主管部（局） 御中

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室

介 護 保 険 計 画 課
高

　

齢

　

者

　

支

　

援

　

課

振

　　　　

興

　　　　

課

老

　

人

　

保

　

健

　

課

　

平成３０年７月豪雨による被災者に係る利用料等の

介護サービス事業所等における取扱いについて （その４）

　

平成３０年７月豪雨による災害発生に関し、 介護サービスに係る利用料の支払

いが困難な者の取扱いについて、 下記のとおりとしますので、 管内市町村、 介

護サービス事業所等に周知を図るようよろしくお願いします。
（平成３０年７月１３日付け事務連絡から、別紙を更新）

記

　

”こ掲げる者については、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準 （平成１１年厚生省令第３７号） 第２０条第１項、 第４８条第１項、 第

６６条第１項、 第７８条第１項、 第８７条第１項、 第９６条第１項、 第１２７条第１

項、 第１４０条の６第１項、 第１４５条第１項、 第１５５条の５第１項、 第１８２条第

１項、 第１９７条第１項及び第２１２条第１項、指定介護予防サービス等の事業の

人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）第５０条第１

項、 第６９条第１項、 第８１条第１項、 第９０条、第１項、 第１１８条の２第１項、 第

１３５条第１項、第１５５条第１項、第１９０条第１項、第２０６条第１項、第２３８条第

１項、 第２６９条第１項並びに第２８６条第１項、指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）第３条の

１９第１項、 第２４条第１項、 第７１条第１項、 第９６条第１項、 第１１７条第１項、



第１３６条第１項及び第１６１条第１項、 指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準 （平成１８年厚生労働省令第３６号）
第２２条第１項、 第５２条第１項及び第７６条第１項、 指定介護老人福祉施設の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号）第９条第１項及び

第４１条第１項、 介護老人保健施設の人員、 施設及び設備並びに運営に関する基

準 （平成１１年厚生省令第４０号） 第１１条第１項及び第４２条第１項、 健康保険

法等の一部を改正する法律 （平成１８年法律第８３号） 附則第１３０条の２第１項

の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人

員、 設備及び運営に関する基準 （平成１１年厚生省令第４１号） 第１２条第１項及

び第４２条第１項、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平

成３０年厚生労働省令第５号）第１４条第１項及び第４６条第１項並びに介護保険

法施行規則 （平成１１年厚生省令第３６号） 第１４０条の６３の６の規定に基づき市

町村が定める基準の規定により利用料の支払いを受けることを、 ２に掲げる期

間猶予することができるものとする。

　

また、 介護保険法 （平成９年法律第１２３号） 第１１５条の４５第５項及び第１１５

条の４７第８項に規定する利用料については、その具体的事項を市町村において

要綱等により定めることとしているが、これらについても、市町村において要綱

等を改正することで、 １に掲げる者について２に掲げる期間猶予することがで

きるものとする。

　

なお、介護保険施設等における食費・居住費については、自己負担分の支払い

を受ける必要がある。

１

　

対象者の要件

（１） 及び （２） のいずれにも該当する者であること。

（１）

　

平成３０年７月豪雨に係る災害救助法 （昭和２２年法律第１１８号） の適

　　

用市町村のうち、別紙に掲げる市町村の介護保険法（平成９年第１２３号）

　　

第９条の被保険者であること。
（２）

　

平成３０年７月豪雨により、次のいずれかの申し立てをした者であるこ

　　

と。

　　　

①

　

住家の全半壊、 全半焼、 床上浸水又はこれに準ずる被災をした旨

　　　

②

　

主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った旨

　　　

③

　

主たる生計維持者の行方が不明である旨

　　　

④

　

主たる生計維持者が業務を廃止し、 又は休止した旨



⑤

　

主たる生計維持者が失職し、 現在収入がない旨

２ 取扱いの期間

平成３０年１０月末までの介護サービス分

３

　

介護サービス事業所等における確認及び介護報酬の請求等について

（１）

　

上記 １（２）の申し立てを行った者については、被保険者証等により、

　　

保険者が１（１）の市町村であることを確認するとともに、当該者の１（２）

　　

の申し立ての内容を利用者に関する書類に簡潔に記録しておくこと。

　　　

ただし、被保険者証等が提示できない場合には、氏名、住所、生年月日

　　

等を利用者に関する書類に記載しておくこと。
（２）

　

本事務連絡に基づき猶与した場合は、利用料を含めて１０割を審査支払

　　

機関等へ請求すること。

　　　

また、請求の具体的な手続きについては、追って連絡する予定であるこ

　　

と。



別紙

実施市町村

（下線部が更新部分）

都道府県 市町村

一

岐阜県

高山市

２ 関市

３ 中津川市

４ 恵那市

５ 美濃加茂市

６ 可児市

７ 山県市

８ 飛騨市

９ 本巣市

１０ 郡上市

１１ 下呂市

１２ 加茂郡坂祝町

１３ 加茂郡七宗町

１４ 加茂郡八百津町

１５ 加茂郡白川町

１６ 加茂郡東白川村

１７ 大野郡白川村

１８ 岐阜市

１９ 美濃市

２０ 加茂郡富加町

２１ 加茂郡川辺町

２２ 宮津市

２３ 京丹後市
２４ 船井郡京丹波町

与謝郡与謝野町２５

２６ 兵庫県 豊岡市



２７

朝来市２８

宍粟市２９

３０ 赤穂郡上郡町

３１ 美方郡香美町

姫路市３２

西脇市３３

丹波市３４

多可郡多可町３５

佐用郡佐用町３６

養父市３７

３８ たつの市

３９ 神崎郡市川町

４０ 神崎郡神河町

４１

鳥取県

鳥取市

４２ 八頭郡若桜町

八頭郡智頭町４３

八頭郡八頭町４４

東伯郡三朝町４５

西伯郡南部町４６

西伯郡伯誉町４７

日野郡日南町４８

日野郡日野町４９

５０ 日野郡江府町

５１ 島根県 江津市

５２

岡山県

岡山市

倉敷市５３

５４ 玉野市

５５ 笠岡市

井原市５６

総社市５７

高梁市５８

新見市５９

瀬戸内市６０

２７

　　　　　　　　　　　　　

篠 山市

２８

　　　　　　　　　　　　　

朝 来市

２９

　　　　　　　　　　　　　

宍 粟市

３０

　　　　　　　　　　　　　

赤 穂

３１

　　　　　　　　　　　　　

美方

３２

　　　　　　　　　　　　　

姫 路市

３３

　　　　　　　　　　　　　

西 脇市

３４

　　　　　　　　　　　　　

丹 波市

３５

　　　　　　　　　　　　　　

多可

３６

　　　　　　　　　　　　　

佐用

３７

　　　　　　　　　　　　　

養父市

３８

　　　　　　　　　　　　　　　

たつ の

３９

　　　　　　　　　　　　　

神 崎郡

４０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。



６２ 真庭市
６３ 浅口市

６４ 都窪郡早島町

６５ 浅口郡里庄町

６６ 苫田郡鏡野町

６７ 英田郡西粟倉村

６８ 加賀郡吉備中央町

６９ 小田郡矢掛町

７０

広島県

広島市

７１ 呉市

７２ 竹原市

７３ 三原市

７４ 尾道市

福山市７５

府中市７６

７７ 東広島市

７８ 江田島市

７９ 安芸郡府中町

８０ 安芸郡海田町

８１ 安芸郡熊野町

８２ 安芸郡坂町

８３ 山口県 岩国市

８４

愛媛県

今治市

８５ 宇和島市
８６ 大洲市

８７ 西予市

８８ 北宇和郡松野町

北宇和郡鬼北町８９

９０

高知県

安芸市

９１ 香南市

９２ 長岡郡本山町

９３ 宿毛市

９４ 土佐清水市

６１

　　　　　　　　　　　　　

赤 磐市

６２

　　　　　　　　　　　　　

真 庭市

６３

　　　　　　　　　　　　　

浅口市

６４

　　　　　　　　　　　　　

都窪郡

６５

　　　　　　　　　　　　　　

浅口 郡

６６

　　　　　　　　　　　　　

苫田郡

６７

　　　　　　　　　　　　　

英田郡

６８

　　　　　　　　　　　　　

加 賀 郡

６９

　　　　　　　　　　　　　　　　

′、田



幡多郡三原村

幡多郡大月町

９７

　　　　　

福岡県

　　　　　

飯塚市
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平成３０年 ７ 月１７日

各 都道府県介護保険担当主管部（局） 御中

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室

　　　　

介 護 保

　

険 計 画 課
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課
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興
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人

　

保

　

健

　

課

　

平成３０年７月豪雨による被災者に係る利用料等の

介護サービス事業所等における取扱いについて （その５）

　

平成３０年７月豪雨による災害発生に関し、 介護サービスに係る利用料の支払

いが困難な者の取扱いについて、 下記のとおりとしますので、 管内市町村、 介

護サービス事業所等に周知を図るようよろしくお願いします。
（平成３０年７月１４日付け事務連絡から、別紙を更新）

記

　

”こ掲げる者については、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準 （平成１１年厚生省令第３７号） 第２０条第１項、 第４８条第１項、 第

６６条第１項、 第７８条第１項、 第８７条第１項、 第９６条第１項、 第１２７条第１

項、 第１４０条の６第１項、 第１４５条第１項、 第１５５条の５第１項、 第１８２条第

１項、 第１９７条第１項及び第２１２条第１項、 指定介護予防サービス等の事業の

人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）第５０条第１

項、 第６９条第１項、 第８１条第１項、 第９０条第１項、 第１１８条の２第１項、 第

１３５条第１項、 第１５５条第１項、 第１９０条第１項、 第２０６条第１項、 第２３８条第

１項、 第２６９条第１項並びに第２８６条第１項、指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）第３条の

１９第１項、 第２４条第１項、 第７１条第１項、 第９６条第１項、 第１１７条第１項、



第１３６条第１項及び第１６１条第１項、 指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号）
第２２条第１項、第５２条第１項及び第７６条第１項、指定介護老人福祉施設の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号）第９条第１項及び

第４１条第１項、介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基
準 （平成１１年厚生省令第４０号） 第１１条第１項及び第４２条第１項、 健康保険

法等の一部を改正する法律 （平成１８年法律第８３号） 附則第１３０条の２第１項

の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人

員、 設備及び運営に関する基準 （平成１１年厚生省令第４１号） 第１２条第１項及

び第４２条第１項、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平

成３０年厚生労働省令第５号）第１４条第１項及び第４６条第１項並びに介護保険
法施行規則 （平成１１年厚生省令第３６号） 第１４０条の６３の６の規定に基づき市

町村が定める基準の規定により利用料の支払いを受けることを、 ２に掲げる期

間猶予することができるものとする。

　

また、 介護保険法 （平成９年法律第１２３号） 第１１５条の４５第５項及び第１１５

条の４７第８項に規定する利用料については、その具体的事項を市町村において

要綱等により定めることとしているが、これらについても、市町村において要綱

等を改正することで、 １に掲げる者について２に掲げる期間猶予することがで

きるものとする。

　

なお、介護保険施設等における食費・居住費については、自己負担分の支払い

を受ける必要がある。

１

　

対象者の要件

（１） 及び （２） のいずれにも該当する者であること。

（１）

　

平成３０年７月豪雨に係る災害救助法 （昭和２２年法律第１１８号） の適

　　

用市町村のうち、別紙に掲げる市町村の介護保険法（平成９年第１２３号）

　　

第９条の被保険者であること。
（２）

　

平成３０年７月豪雨により、 次のいずれかの申し立てをした者であるこ

　　

と。

　　　

①

　

住家の全半壊、 全半焼、 床上浸水又はこれに準ずる被災をした旨

　　　

②

　

主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った旨

　　　

③

　

主たる生計維持者の行方が不明である旨

　　　

④

　

主たる生計維持者が業務を廃止し、 又は休止した旨



⑤

　

主たる生計維持者が失職し、 現在収入がない旨

２ 取扱いの期間

平成３０年１０月末までの介護サービス分

３

　

介護サービス事業所等における確認及び介護報酬の請求等について

（１）

　

上記 １（２）の申し立てを行った者については、被保険者証等により、

　　

保険者が１（１）の市町村であることを確認するとともに、当該者の１（２）

　　

の申し立ての内容を利用者に関する書類に簡潔に記録しておくこと。

　　　

ただし、被保険者証等が提示できない場合には、氏名、住所、生年月日

　　

等を利用者に関する書類に記載しておくこと。
（２）

　

本事務連絡に基づき猶与した場合は、利用料を含めて１０割を審査支払

　　

機関等へ請求すること。

　　　

また、請求の具体的な手続きについては、追って連絡する予定であるこ

　　

と。



別紙

実施市町村

（下線部が更翫部分）

都道府県 市町村

一

岐阜県

高山市

２ 関市

３ 中津川市

４ 恵那市

５ 美濃加茂市

６ 可児市
７ 山県市
８ 飛騨市

９ 本巣市

１０ 郡上市

１１ 下呂市

１２ 加茂郡坂祝町
１３ 加茂郡七宗町

１４ 加茂郡八百津町

１５ 加茂郡白川町

１６ 加茂郡東白川村

１７ 大野郡白川村
１８ 岐阜市

１９ 美濃市
２０ 加茂郡富加町

２１ 加茂郡川辺町
２２

京都府

福知山市
２３ 舞鶴市
２４ 綾部市
２５ 宮津市
２６ 京丹後市



２７

船井郡京丹波町２８

与謝郡伊根町２９

与謝郡与謝野町３０

３１

兵庫県

豊岡市

篠山市３２

３３ 朝来市
３４ 宍粟市

３５ 赤穂郡上郡町

美方郡香美町３６

姫路市３７

西脇市３８

丹波市３９

４０ 多可郡多可町

４１ 佐用郡佐用町

４２ 養父市

４３ たつの市

４４ 神崎郡市川町

神崎郡神河町４５

４６

鳥取県

鳥取市

八頭郡若桜町４７

八頭郡智頭町４８

八頭郡八頭町４９

東伯郡三朝町５０

西伯郡南部町５１

西伯郡伯萱町５２

日野郡日南町５３

５４ 日野郡日野町

５５ 日野郡江府町

５６ 島根県 江津市

５７

岡山県

岡山市

５８ 倉敷市
５９ 玉野市

６０ 笠岡市

２７

　　　　　　　　　　　　

南丹市

２８

　　　　　　　　　　　　

船 井 郡

２９

　　　　　　　　　　　　

与 謝 郡

３０

　　　　　　　　　　　　　　　　

言



６２ 総社市

６３ 高梁市
６４ 新見市
６５ 瀬戸内市

６６ 赤磐市
６７ 真庭市

６８ 浅口市

６９ 都窪郡早島町
７０ 浅口郡里庄町

７１ 苫田郡鏡野町

７２ 英田郡西粟倉村

７３ 加賀郡吉備中央町

７４ 小田郡矢掛町

７５

広島県

広島市

７６ 呉市

７７ 竹原市

７８ 三原市

７９ 尾道市
８０ 福山市

８１ 府中市

８２ 東広島市
８３ 江田島市

８４ 安芸郡府中町
８５ 安芸郡海田町
８６ 安芸郡熊野町

８７ 安芸郡坂町

８８ 山口県 岩国市

８９

愛媛県

今治市

９０ 宇和島市

９１ 大洲市

９２ 西予市

９３ 北宇和郡松野町

９４ 北宇和郡鬼北町

６１

　　　　　　　　　　　　　

井 原 市

６２

　　　　　　　　　　　　　

総 社 市

６３

　　　　　　　　　　　　

高梁市

６４

　　　　　　　　　　　　　

新 見 市

６５

　　　　　　　　　　　　

瀬 戸 内

６６

　　　　　　　　　　　　

赤磐市

６７

　　　　　　　　　　　　

真庭市

６８

　　　　　　　　　　　　　

浅 口 市

６９

　　　　　　　　　　　　

都 窪 郡

７０

　　　　　　　　　　　　　

浅 口 郡

７１

　　　　　　　　　　　　

苫 田 郡

７２

　　　　　　　　　　　　

英 田 郡

７３

　　　　　　　　　　　　　

加 賀 郡

７４

　　　　　　　　　　　　　　　

′、



Ａ
Ｕ
Ｑ
Ｖ 香南市
７
′
ｎ
▽ 長岡郡本山町
Ｑ
Ｕ
Ｑ
Ｕ 宿毛市
Ｑ
Ｖ
Ｑ
Ｖ 土佐清水市

００ 幡多郡三原村
”^
Ｖ 幡多郡大月町

０２ 福岡県 飯塚市



平成３０年７月豪雨の被災者の皆様ヘ

　

ミラ障鞘 罷保 険証や現金がなくても

　

．脚翻，嚇
医療機関等を受診できます

○

　

災害救助法の適用市町村の住民の方で・、適用市町村の国民健康
保険・介護保険、適用市町村が所在する府県の後期高齢者医療、協
会けんぽ（以下の「対象保険者」に記載の保険者）に加入してし、る場合、
次の①～⑥のし、ずれかに該当する方は、医療機関、介護サービス事業
所等の窓口でその旨をご申告し、ただくことで、医療保険の窓口負担や介
護保険の利用料について支払いが不要となります。

　

（平成３０年１０月末まで）
①

　

住家の全半壊、 全半焼、 床上浸水又はこれに準ずる被災をされた方

　

※

　

羅災証明書の提示は必要ありませんので、 窓口で口頭で申告してください。
②

　

主たる生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負われた方
③

　

主たる生計維持者の行方が不明である方
④

　

主たる生計維持者が業務を廃止、 又は休止された方
⑤

　

主たる生計維持者が失職し、 現在収入がない方

　　

対象保険者

［京都府］
福知山市

　

舞鶴市

　

綾部市

　

宮津市

　

京丹後市

　

南丹市

　

船井郡京丹波町

　

与謝郡伊根町

　

与謝
郡与謝野町

　

京都府後期高齢者医療広域連合 全国健康保険協会

（上記以外に、一部の健保組合についても免除される場合があります。詳細は各組合にお問い合わせください。）

※

　

この免除を受けるには、 上記の①～⑤のいずれかに該当する必要があることから、 医

　　

療機関等の窓口でご申告いただいた内容について、 後日、 ご加入の保険者から、 確認

　

が行われることがあります。
※ 上記の医療保険・介護保険の加入者であれば、 府県外の医療機関等を受診、 介護サー ・

　

ビスを利用された場合にも支払いを求められることはありません。
※

　

なお、 入院・入所時の食費・居住費などはお支払いいただく必要があります。
※ 上記以外の保険者については、 医療保険の窓口負担や介護保険の利用料を支払ってい

　

、

　

ただく必要がありますが、一定期間は支払いが猶予される可能性があります。 詳細は

　

各保険者にお問い合わせください。

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　

●

　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

○

　

なお、被災者の皆様は、保険証なしでも医療機関等を受診、介護サー

　

ビスを利用できます。
（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

き

　

－ーー

○

　

この鷺罰罰瓢週の取扱いにっし、ｉＴ言ご雇明な烹があ罰ぼり▼ご加入 １，

　　　　　　　　　　　　

」【２基言ゴ副陰き当屋詞雷』迎合冨麺出藍望も‘－－－－．
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